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道路舗装面積 不明のため暫定値。道路統計年報 2015表 2道路現況総括表の一般道路面積全国計×一般
道路全国平均舗装率にて算出（前回（2017年 5月時点の試算では社会資本整備審議会資
料における舗装道路面積を用いたが今回変更。この結果数値が増加した。） 
























種類 更新単価 耐用年数 
公共施設 地域総合整備財団更新費用シミュレーションソフトの前提単価 
行政施設 400千円／㎡、学校 330千円／㎡ 
公営住宅 280千円／㎡、その他 330～360千円／㎡ 
50年 
道路 同ソフト舗装打ち替え単価 4.7千円／㎡ 15年 
橋りょう 同ソフト単価 425千円／㎡ 60年 
水道（管渠） 同ソフト単価（管径を 37種類に分類し設定） 97~923千円／ｍ 40年 
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通財産 10％、地方・本庁舎 100％、地方・その他行政機関 30％、地方・公営住宅 100％、



























類型 現状容積率 適正容積率 
国・行政財産 3.8％ 30％ 
国・普通財産 0.9％ 10％ 
地方・本庁舎 59.5％ 100％ 
   消防・警察施設 47.5％ 試算非対象 
   その他行政機関 9.5% 30% 
   小学校 30.3% 試算非対象 
   中学校 26.6% 試算非対象 
   高等学校 25.8% 試算非対象 
   中等教育学校 32.7% 試算非対象 
   公営住宅 61.8% 100% 
   公園 0.8% 試算非対象 
   その他施設 6.6% 30% 
8 
   山林 0.0% 試算非対象 
   その他 0.8% 試算非対象 
地方・普通財産 5.9% 10% 
 




現在ある公共施設の余剰分を民間に賃貸した場合、年間 2.61 兆円（うち行政財産 1.99、































































根本祐二「2017年 3月 14日 内閣府 PFI推進委員会計画部会用メモ」 
